
第２回公契約に関する協議会 

 

日時：令和５年 11 月 16 日（木）15：00 から 17：00 

場所：県庁新庁舎８階議会第４会議室 

 

□会議次第 

１ 開会 

 

２ 議事 

（1） 傍聴及び写真撮影の諾否の決定 

（2） 【報告】最近の経済動向及び雇用情勢について 

（3） 【報告】公契約条例等の類型例 

（4） 【報告】公契約条例制定県の条例概要 

（5） 意見交換 

 

３ 閉会 

 

 

□配布資料 

 資料１ 最近の経済動向及び雇用情勢について（暫定版） 

 資料２ 公契約条例等の類型例 

  付属資料２-１ 類型番号１～７の主な条例等 

 資料３ 公契約条例制定県の条例概要 

  付属資料３-１ 奈良県公契約条例の概要 

  付属資料３-２ 持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例の概要 

  付属資料３-３ 「県が締結する契約に関する条例」の検討結果について 
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最近の経済動向及び雇用情勢について 
 
１ 概況 

(1) 全国 

月例経済報告（内閣府） 令和５年 10 月 30 日発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 県内 

神奈川県金融経済概況（日本銀行横浜支店） 令和５年９月８日発表 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

２ 経済動向 

(1) 県内総生産の推移 

 

景気は、緩やかに回復している。 
・個人消費は、持ち直している。 
・設備投資は、持ち直している。 
・輸出は、このところ持ち直しの動きがみられる。 
・生産は、持ち直しの兆しがみられる。 
・企業収益は、総じてみれば改善している。企業の業況判断は、総じてみれば緩や

かに改善している。 
・雇用情勢は、改善の動きがみられる。 
・消費者物価は、上昇している。 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、 
緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や
中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク
となっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の
影響に十分注意する必要がある。 

神奈川県の景気は、海外経済の回復ペース鈍化の影響などを受けつつも、緩やかに
回復している。 
・個人消費     一部に弱めの動きもみられるものの、回復している。 
・設備投資     増加している。 
・輸  出        横ばい圏内の動きとなっている。 
・生  産     持ち直している。 
・雇用・所得環境    持ち直している。 

資料：神奈川県「令和２年度県民経済計算」（令和５年４月 28日） 

資料１ 
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(2) 日本経済の見通し         （前年度比増減率、実質） 

区分 
2021年度 

（実績） 

2022年度 

(実績見込み) 

2023年度 

(政府経済見通し) 

国内総生産 2.5％ 1.7％ 1.5％ 

 設備投資 2.1％ 4.3％ 5.0％ 

 

 

(3) 神奈川経済の見通し                 （前年度比増減率、実質） 

区分 
2020年度 

(実績見込み) 

2021年度 

(実績見込み) 

2022年度 
（予測） 

2023年度 
（予測） 

県内総生産 ▲5.8％ 2.4％ 2.1％ 1.3％ 

 設備投資 ▲8.2％  2.4％  3.9％  3.0％ 

 

 

３ 景気動向 

(1) 日本銀行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｄ.Ｉ(％)  
「Diffusion Index」の略。業況判断指数(「良い」-「悪い」)の回答社数構成比。 

 

 

 

 

 

・県内の９月の全産業業況判断Ｄ.Ｉは、前回（令和５年６月）から横ばい 

・全国の９月の全産業業況判断Ｄ.Ｉは、前回（令和５年６月）比で２ポイント上昇 

資料：「令和５年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和５年１月23日閣議決定） 

 

資料：株式会社 浜銀総合研究所「2023 年度の神奈川県内経済見通し」（令和４年 12月 23 日発表） 

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（令和５年 10 月２日） 

日本銀行横浜支店「企業短期経済観測調査結果」（令和５年 10月２日） 
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(2) 公益財団法人神奈川産業振興センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 企業倒産件数 
 
 
 

                                            （単位：件、億円） 

区分 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9 (R4.9)  R2 年 R3 年 R4 年 

県

内 

件  数 37 40 48 42 38 443 360 406 

負債総額 51 71 95 33 40 471 428 393 

全

国 

件  数 770 758 760 720 599 7,773 6,030 6,428 

負債総額 1,509 1,621 1,083 6,919 1,448 12,200 11,507 23,314 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の９月の倒産件数、負債総額は、ともに前月より減少 

県内の中小企業の今期（令和５年７月～９月期）の総合業況判断Ｄ.Ｉは、前期

（令和５年４月～６月期)比で1.0ポイント低下 
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倒産件数（左目盛）

神奈川産業振興センターの業況判断（Ｄ.Ｉ） 

資料：公益財団法人 神奈川産業振興センター「中小企業景気動向調査」（令和５年９月 19 日） 

資料：株式会社東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」（令和５年 10 月 10 日） 
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４ 雇用情勢 

(1) 完全失業率 

 

 

 

                                                                     （単位：％） 

区分 R5.4 R5.5 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9 R2 年 R3 年 R4 年 

県内 3.2 － － － 2.9 3.0 2.8 

全国 2.6 2.6 2.5 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8 2.6 

資料：総務省「労働力調査」（令和５年 10月 31 日）※神奈川県の数値は、推計値（四半期平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 有効求人倍率 

 

 

（単位：倍） 

区分 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9 R2 年 R3 年 R4 年 

県内 0.91 0.92 0.92 0.92 0.87 0.79 0.87 

全国 1.30 1.29 1.29 1.29 1.18 1.13 1.28 

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況（季節調整値）」（令和５年 10 月 31 日） 

全国の９月の完全失業率は、2.6％で前月比で0.1ポイント低下 

県内の９月の有効求人倍率は、0.92 倍で前月から横ばい 
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①
番
号

②
方
法

③
賃金
条項

⑤概　　　　　　　要 ⑥主な条例名等 ⑦主な制定府県市

1
条
　
例

〇 〇 賃金報告書など

賃金条項あり、賃金報告書等の提出を求め、罰則等を規
定している場合が多い。
野田市など平成25年度までに条例を制定した自治体が多
い。

野田市公契約条例
公契約条例（川崎市）
相模原市公契約条例

野田市、
川崎市、相模原市

2
条
　
例

〇 〇
簡易なチェックリ
ストなど

賃金条項あり、賃金報告書等に代え、簡易的なチェック
リストなどの提出にして、報告や立入調査なども規定し
ている場合が多い。

新宿区公契約条例
豊橋市公契約条例

新宿区、豊橋市

3
条
　
例

✕ 〇
労働環境報告書な
ど

賃金条項はなく、公契約の目的などに加え、労働環境報
告書などの提出を求め、労働条件や賃金支払状況を確認
している。

奈良県公契約条例
県が締結する契約に関する条
例（岩手県）
愛知県公契約条例

奈良県、岩手県、
愛知県

4
条
　
例

✕ ✕ ―
賃金条項はなく、公契約の目的を定めている。
労働環境報告書などの提出は求めない。

長野県の契約に関する条例
岐阜県公契約条例
事業者等を守り育てる静岡県
公契約条例

長野県、岐阜県、
静岡県、
沖縄県、滋賀県、
熊本県

5
大
　
綱

✕ ✕ ―
条例ではなく大綱で公契約の基本理念などを定めてお
り、賃金条項はなく、公契約の適正化、適正な労働条件
の確保、社会的価値の実現などを目的としている。

公契約大綱（京都府）
福知山市公契約大綱

京都府、福知山市

6
要
　
綱

〇 〇
労働者賃金支払報
告書など

条例ではなく要綱で賃金条項を定め、労働者賃金支払報
告書帳等の提出などを求めている。
報告や立入調査なども規定している場合が多い。

市川市公契約要綱
上尾市公契約に係る労働環境
の確認に関する要綱

市川市、上尾市、
富士見市

7
要
　
綱

✕ 〇
労働環境報告書な
ど

賃金条項はなく、条例ではなく要綱で労働環境確保のた
めの労働環境報告書などの提出を求め、労働条件や賃金
支払状況を確認している。

ふじみ野市が発注する契約に
係る労働環境の確認に関する
要綱
新座市契約に係る労働環境の
把握に関する要綱

ふじみ野市、
新座市

公契約条例等の類型例
（各自治体の状況を基に神奈川県作成）

④受注者の責務

資料２
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（各県市の条例等を基に神奈川県作成） 
 
 

類型番号１〜７の主な条例等 
 
                                     頁 
・類型１ 野田市公契約条例 .................................................................................... 2 
 
・類型２ 新宿区公契約条例 .................................................................................. 12 
 
・類型３ 愛知県公契約条例 .................................................................................. 24 
 
・類型４ 事業者等を守り育てる静岡県公契約条例 ............................................. 28 
 
・類型５ 公契約大綱（京都府） ........................................................................... 31 
 
・類型６ 市川市公契約要綱 .................................................................................. 34 
 
・類型７ ふじみ野市が発注する契約に係る労働環境の確認に関する要綱 ........ 39 

  

付属資料２－１
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○野田市公契約条例 
平成２１年９月３０日野田市条例第２５号 
地方公共団体の入札は、一般競争入札の拡大や総合評価方式の採用などの改革が進められて
きたが、一方で低入札価格の問題によって下請の事業者や業務に従事する労働者にしわ寄せ
がされ、労働者の賃金の低下を招く状況になってきている。 
このような状況を改善し、公平かつ適正な入札を通じて豊かな地域社会の実現と労働者の適
正な労働条件が確保されることは、ひとつの自治体で解決できるものではなく、国が公契約
に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置を講ずることが不可欠である。 
本市は、このような状況をただ見過ごすことなく先導的にこの問題に取り組んでいくことで、
地方公共団体の締結する契約が豊かで安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与
することができるよう貢献したいと思う。 
この決意のもとに、公契約に係る業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上を図るた
め、この条例を制定する。 
 
（目的） 
第１条 この条例は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保すること
により、当該業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の向上を図り、もって市民が豊かで
安心して暮らすことのできる地域社会を実現することを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。 
（１） 公契約 市が発注する工事又は製造その他についての請負の契約及び野田市公の施
設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成２１年野田市条例第７号）第６条第１項
の規定により市長又は教育委員会が締結する公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理
協定」という。） 
（２） 受注者 第４条に規定する公契約を市と締結した者 
（３） 下請負者 下請その他いかなる名義によるかを問わず、市以外の者から第４条に規
定する公契約に係る業務の一部について請け負った者 
（４） 請負労働者 自らが提供する労務の対価を得るために公契約に係る業務の一部につ
いての請負の契約により当該公契約に係る業務に従事する者で次のいずれにも該当するも
のであって、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者と同視すべき
ものとして市長が認めるもの 
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ア 当該公契約に係る業務に使用する資材の調達を自ら行わない者 
イ 当該公契約に係る業務に使用する建設機械その他の機械を持ち込まない者 
（５） 賃金等 労働基準法第１１条に規定する賃金及び請負労働者の収入 
（平２２条例２４・平２４条例２６・一部改正） 
 
（受注者等の責務） 
第３条 受注者、下請負者及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等
に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「法」という。）の規定に基づき受注者又は
下請負者に労働者を派遣する者（以下「受注者等」という。）は、法令等を遵守し、労働者
の適正な労働条件を確保することはもとより、公契約に関係する責任を自覚し、公契約に係
る業務に従事する者が誇りを持って良質な業務を実施することができるよう、労働者の更な
る福祉の向上に努めなければならない。 
（平２４条例２６・平２５条例４・一部改正） 
 
（公契約の範囲） 
第４条 この条例が適用される公契約は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法
により締結される契約であって、次に掲げるもの及び全ての指定管理協定とする。 
（１） 予定価格が４，０００万円以上の工事又は製造の請負の契約 
（２） 予定価格が１，０００万円以上の工事又は製造以外の請負の契約のうち、市長が別
に定めるもの 
（３） 前号に定めるもののほか、工事又は製造以外の請負の契約のうち、市長が適正な賃
金等の水準を確保するため特に必要があると認めるもの 
（平２２条例２４・平２３条例２５・平２４条例２６・平２６条例１６・一部改正） 
 
（労働者の範囲） 
第５条 この条例の適用を受ける労働者（以下「適用労働者」という。）は、前条に規定す
る公契約に係る業務に従事する労働基準法第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用
する事業又は事務所に使用される者、家事使用人及び最低賃金法（昭和３４年法律第１３７
号）第７条の規定の適用を受ける者を除く。第１５条において同じ。）であって、次の各号
のいずれかに該当するもの及び前条に規定する公契約に係る請負労働者とする。 
（１） 受注者に雇用され、専ら当該公契約に係る業務に従事する者 
（２） 下請負者に雇用され、専ら当該公契約に係る業務に従事する者 
（３） 法の規定に基づき受注者又は下請負者に派遣され、専ら当該公契約に係る業務に従
事する者 
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（平２２条例２４・平２４条例２６・一部改正） 
 
（適用労働者の賃金等） 
第６条 受注者等は、適用労働者に対し、次に定める１時間当たりの賃金等の最低額（１円
未満の端数があるときは、これを切り上げた額）以上の賃金等を支払わなければならない。 
（１） 工事又は製造の請負の契約 契約を締結した日の属する年度の農林水産省及び国土
交通省が公共工事の積算に用いるため決定した公共工事設計労務単価（以下この号において
「労務単価」という。）に規定する職種ごとに、千葉県において定められた額を８で除した
額に１００分の８５を乗じて得た額（労務単価に規定されていない職種又は千葉県において
額が定められていない職種にあっては、労務単価を勘案して市長が別に定める額） 
（２） 工事又は製造以外の請負の契約及び指定管理協定 野田市一般職の職員の給与に関
する条例（昭和２６年野田市条例第３２号）別表第１及び別表第１の２に定める額、国土交
通省が国の建築保全業務を委託する際の費用の積算に用いるため毎年度決定する建築保全
業務労務単価その他の公的機関が定める基準等並びに本市が既に締結した工事又は製造以
外の請負の契約に係る労働者の賃金等を勘案して市長が別に定める額 
２ 工事又は製造以外の請負の契約及び指定管理協定については、最低賃金法第４条第３項
各号に掲げる賃金は、前項に規定する賃金等に算入しない。 
３ 第１項の規定の適用については、最低賃金法施行規則（昭和３４年労働省令第１６号）
第２条の規定を準用する。 
（平２２条例２４・平２３条例２５・平２４条例２６・平２９条例８・一部改正） 
 
（適用労働者の申出） 
第６条の２ 適用労働者は、支払われた賃金等の額が前条第１項に規定する賃金等の最低額
を下回るときその他受注者等がこの条例に定める事項に違反する事実があるときは、市長又
は受注者等にその旨の申出をすることができる。 
２ 受注者等は、適用労働者が前項の申出をしたことを理由として、当該適用労働者に対し
て解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 
（平２６条例１６・追加） 
 
（適用労働者への周知） 
第７条 受注者は、次に掲げる事項を公契約に係る業務が実施される作業場の見やすい場所
に掲示し、若しくは備え付け、又は書面を交付することによって適用労働者に周知しなけれ
ばならない。 
（１） 適用労働者の範囲 
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（２） 第６条第１項に規定する賃金等の最低額 
（３） 前条第１項の申出をする場合の連絡先及び当該申出をしたことを理由として、解雇
その他不利益な取扱いを受けないこと。 
（平２２条例２４・平２５条例３６・平２６条例１６・一部改正） 
 
（受注者の連帯責任等） 
第８条 受注者は、下請負者及び法の規定に基づき受注者又は下請負者に労働者を派遣する
者（以下「受注関係者」という。）がその雇用する適用労働者に対して支払った賃金等の額
が第６条第１項に規定する賃金等の最低額を下回ったときは、その差額分の賃金等について、
当該受注関係者と連帯して支払う義務を負う。 
２ 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件及び当該業務の質の確
保が下請負者の安定した経営に基づいて成り立つことを十分に考慮して、建設業法（昭和２
４年法律第１００号）又は下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）を遵守
し、下請負者との契約を締結するに当たっては、各々の対等な立場における合意に基づいた
公正な契約としなければならない。 
（平２２条例２４・平２５条例３６・一部改正） 
 
（報告及び立入検査） 
第９条 市長は、適用労働者から第６条の２第１項の申出があったとき及びこの条例に定め
る事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるときは、受注者等に対して必要な報告
を求め、又はその職員に、当該事業所に立ち入り、適用労働者の労働条件が分かる書類その
他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 
２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請
求があったときは、これを提示しなければならない。 
（平２６条例１６・一部改正） 
 
（是正措置） 
第１０条 市長は、前条第１項の報告及び立入検査の結果、受注者等がこの条例の規定に違
反していると認めるときは、受注者の違反については受注者に、受注関係者の違反について
は受注関係者（第６条第１項の規定に違反しているときは受注者及び受注関係者）に対し、
速やかに当該違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じなければならない。 
２ 受注者等は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じら
れた場合には、速やかに是正の措置を講じ、市長が定める期日までに、市長に報告しなけれ
ばならない。 
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（公契約の解除） 
第１１条 市長は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、市と受注者との公契
約を解除することができる。 
（１） 第９条第１項の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査
を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし
たとき。 
（２） 前条第１項の命令に従わないとき。 
（３） 前条第２項の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 
２ 前項の規定により公契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、市長は、
その損害を賠償する責任を負わない。 
（平２６条例１６・一部改正） 
 
（公表） 
第１２条 市長は、前条第１項の規定により公契約の解除をしたとき又は公契約の終了後に
受注者等がこの条例の規定に違反したことが判明したときは、市長が別に定めるところによ
り公表するものとする。 
（平２２条例２４・一部改正） 
 
（損害賠償） 
第１３条 受注者は、第１１条第１項の規定による解除によって市に損害が生じたときは、
その損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めるとき
は、この限りでない。 
 
（違約金） 
第１４条 市長は、受注者等がこの条例の規定に違反したときは、違約金を徴収することが
できる。 
（平２２条例２４・追加） 
 
（野田市公契約審議会の設置） 
第１４条の２ 第６条第１項に規定する賃金等の最低額に関する事項その他公契約に関す
る重要な事項について調査審議するため、野田市公契約審議会（以下「審議会」という。）
を設置する。 
（平２９条例８・追加） 
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（組織） 
第１４条の３ 審議会は、委員６人以内で組織する。 
（平２９条例８・追加） 
 
（委員） 
第１４条の４ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１） 労働者団体を代表する者 
（２） 建設業団体を代表する者 
（３） 商工団体を代表する者 
（４） 学識経験者 
２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 委員は、再任されることができる。 
４ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様
とする。 
（平２９条例８・追加、令元条例１３・一部改正） 
 
（会長） 
第１４条の５ 審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。 
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 
（平２９条例８・追加） 
 
（会議） 
第１４条の６ 審議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 
２ 審議会は、委員の半数以上が出席し、かつ、労働者団体を代表する者である委員、事業
者である委員及び学識経験者である委員それぞれ１人以上が出席しなければ、会議を開くこ
とができない。 
３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ
る。 
（平２９条例８・追加） 
 
（意見の聴取等） 
第１４条の７ 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係者
に対し、出席を求め、意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
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（平２９条例８・追加） 
 
（総合評価一般競争入札等の措置） 
第１５条 市長は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０の２第
３項に規定する総合評価一般競争入札（同令第１６７条の１３で準用する場合を含む。）に
より落札者の決定（第４条第１号に掲げる契約に係る落札者の決定を除く。）をしようとす
るときは、当該決定に係る業務（以下この条において「決定業務」という。）に従事する労
働基準法第９条に規定する労働者であって、次の各号のいずれかに該当するもの及び決定業
務に係る請負労働者の賃金等を評価するものとする。 
（１） 落札者に雇用され、専ら決定業務に従事する者 
（２） 下請その他いかなる名義によるかを問わず、市以外の者から決定業務の一部につい
て請け負った者（次号において「その他請負者」という。）に雇用され、専ら決定業務に従
事する者 
（３） 法の規定に基づき落札者又はその他請負者に派遣され、専ら決定業務に従事する者 
（平２２条例２４・旧第１４条繰下・一部改正、平２４条例２６・一部改正） 
 
（低入札価格調査制度の拡充等の措置） 
第１６条 市長は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件及び当該業務の質
の確保が下請負者の安定した経営に基づいて成り立つことを十分に考慮して、低入札価格調
査制度の拡充等の必要な措置を講ずるものとする。 
２ 市長は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性の確保を図る
ため、野田市長期継続契約を締結することができる契約に関する条例（平成１７年野田市条
例第３２号）第２条に規定する契約を締結する等の必要な措置を講ずるものとする。 
３ 受注者等は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性の確保を
図るため、公契約の締結前に当該公契約に係る業務に従事していた適用労働者を雇用し、及
び前項の措置に係る適用労働者を継続して雇用するよう努めなければならない。 
（平２２条例２４・追加） 
 
（委任） 
第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 
（平２２条例２４・旧第１５条繰下） 
 
（水道事業への適用） 
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第１８条 第２条から第１４条まで及び第１５条から前条までの規定は、水道事業が発注す
る工事又は製造その他についての請負の契約について準用する。 
（平２５条例３６・追加、平２９条例８・一部改正） 
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○新宿区公契約条例 
令和元年６月２１日条例第２号 
（目的） 
第１条 この条例は、公契約の手続及び履行に係る基本的な方針並びに新宿区（以下「区」
という。）及び公契約の相手方となる者が対等な立場と信頼関係に基づき締結する公契約に
おいて果たすべき責務等を定めるとともに、公平かつ公正な入札等の制度を確立し、公契約
に従事する労働者等の適正な労働条件を確保することにより、公契約の適正な履行及び良好
な品質の確保を図り、もって区民サービスの向上及び地域経済の活性化に寄与することを目
的とする。 
 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。 
（１） 公契約 区が締結する請負契約、業務の委託契約及び地方自治法（昭和２２年法律
第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者との公の施設の管理に関する協定
（以下「協定」という。）をいう。 
（２） 受注者 区と公契約を締結した者をいう。 
（３） 受注関係者 次に掲げる者をいう。 
ア 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、受注者その他区以外の者から公契
約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者（次号イに掲げる者を除く。） 
イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年
法律第８８号）第２６条第１項に規定する労働者派遣契約に基づき、受注者又はアに掲げる
者に対して次号アに掲げる者を派遣する者 
（４） 労働者等 次に掲げる者（区長が別に定める者を除く。）をいう。 
ア 受注者又は受注関係者（以下「受注者等」という。）に雇用され、専ら公契約に係る業
務に従事する労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族
のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。） 
イ 自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は前号アに掲げる者との請負契約又は
業務の委託契約により公契約に係る業務に従事する者 
 
（適用範囲） 
第３条 第８条から第１６条までの規定は、次に掲げる公契約について適用する。 
（１） 予定価格が２，０００万円以上である工事の請負契約 
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（２） 予定価格が１，０００万円以上である業務の委託契約 
（３） 協定 
２ 前項の規定は、公契約の相手方が国、地方公共団体その他区長が認めるものであるとき
は、適用しない。 
 
（基本方針） 
第４条 区における公契約に係る基本的な方針は、次に掲げるとおりとする。 
（１） 公契約に係る手続の透明性を確保すること。 
（２） 公契約の入札に参加しようとし、又は公契約の相手方になろうとする者の間の公正
な競争を促進すること。 
（３） 談合その他の不正行為を排除すること。 
（４） 区の区域内（以下「区内」という。）の事業者が公契約に係る業務を請け負い、又
は受託すること及び区民（区内に住所を有する者をいう。）が公契約に係る業務に従事する
ことができる機会を確保するよう努めること。 
（５） 労働者等の適正な労働条件を確保し、労働環境の悪化等により公契約の履行におけ
る品質の確保に支障が生じることのないようにすること。 
（６） 公契約の履行における品質にふさわしい価格により調達すること。 
（７） 区が推進する施策の実現に寄与する調達を推進すること。 
（８） 前各号に掲げるもののほか、公契約の適正な履行を確保すること。 
 
（区の責務） 
第５条 区は、前条に規定する基本的な方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的かつ
効果的に推進しなければならない。 
 
（受注者等の責務） 
第６条 受注者等は、公契約に関わる者としての社会的な責任を自覚し、法令等を遵守する
とともに、労働者等の適正な労働条件を確保するよう努めなければならない。 
２ 受注者等は、前条の施策に協力するよう努めなければならない。 
 
（区内の事業者の活用） 
第７条 受注者等は、公契約に係る業務の一部を他の事業者（第２条第４号イに掲げる者を
除く。以下この条において同じ。）に請け負わせ、又は委託しようとするときは、区内の事
業者に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又は委託するよう努めなければならない。 
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（労働報酬下限額） 
第８条 区長は、次の各号に掲げる公契約の区分に応じ、当該各号に定める額その他の事情
を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。 
（１） 工事の請負契約 農林水産省及び国土交通省が決定する公共工事の工事費の積算に
用いるための労務の単価 
（２） 業務の委託契約及び協定 新宿区職員の給与に関する条例（昭和２７年新宿区条例
第１号）第５条第１項第１号ロに掲げる行政職給料表（二）が適用される職員が初任給とし
て受けるべき給料月額 
２ 区長は、前項の規定により労働報酬下限額を定めようとするときは、第１７条に規定す
る審議会の意見を聴かなければならない。 
３ 区長は、第１項の規定により労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するものとす
る。 
 
（公契約に定める事項） 
第９条 区は、公契約においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
（１） 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等に対し、労働報酬下限額以上の報
酬を支払わなければならないこと。 
（２） 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った報酬の額が、労働報酬下限額未
満のときは、当該労働者等に対してその差額分が支払われるよう、必要な措置を講ずること。 
（３） 受注者は、新宿区規則（以下「規則」という。）で定めるところにより、労働環境
の適正性を確認するための書面を作成し、当該書面の記載事項について、区長に報告するこ
と。 
（４） 受注者は、次に掲げる事項を公契約に係る業務を実施する場所の見やすい箇所に掲
示し、又は当該事項を記載した書面を交付すること等により労働者等に周知しなければなら
ないこと。 
ア この条例の適用を受ける労働者等の範囲 
イ 労働報酬下限額 
ウ 次条の規定による申出をする場合の申出先 
エ 次条の規定による申出を行った労働者等への不利益な取扱いの禁止 
（５） 受注者は、第１２条第１項の規定による報告の求め若しくは資料の提出又は立入調
査に応じなければならないこと。 
（６） 受注者は、受注関係者との契約において、次に掲げる事項を定めること。 
ア 受注関係者は、受注者に準じて第１号の規定を遵守すること。 
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イ 受注関係者は、第１２条第２項の規定による区長からの協力の求めに応じるよう努める
こと。 
 
（労働者等の申出） 
第１０条 労働者等は、公契約に係る業務の報酬が支払われるべき日において労働報酬下限
額以上の当該報酬の額が支払われない場合その他この条例に違反している疑いがある場合
は、その旨を区長、当該労働者等を雇用する受注者等又は当該労働者等に当該業務を請け負
わせ、若しくは委託した受注者等に申し出ることができる。 
 
（不利益な取扱いの禁止） 
第１１条 受注者等は、前条の規定による申出があったときは、当該申出をした労働者等に
対し、誠実に対応するとともに、当該申出を理由に解雇その他不利益な取扱いをしてはなら
ない。 
 
（報告の要求及び立入調査） 
第１２条 区長は、第１０条の規定による申出があったときその他この条例に定める事項の
履行状況等を確認するために必要があると認めるときは、受注者に対し、必要な報告若しく
は資料の提出を求め、又はその職員に受注者の事務所若しくは事業所に立ち入らせ、書類の
閲覧その他必要な調査をさせることができる。 
２ 区長は、前項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入調査の結果、必要があると
認めるときは、受注関係者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に
受注関係者の事務所若しくは事業所に立ち入らせ、書類の閲覧その他必要な調査をさせるこ
とについて、協力を求めることができる。 
３ 前２項の規定による立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の
請求があったときは、これを提示しなければならない。 
４ 第１項又は第２項の規定による立入調査は、犯罪捜査のために認められたものと解釈し
てはならない。 
 
（是正措置） 
第１３条 区長は、前条第１項又は第２項の規定による報告若しくは資料の提出又は立入調
査の結果、受注者等がこの条例に違反していると認めるときは、当該受注者に対して、当該
違反を是正するために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 
２ 受注者は、前項に規定する措置を講ずるよう求められた場合は、速やかに当該措置を講
ずるとともに、区長が指定する期日までに当該措置の内容を区長に報告しなければならない。 
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（公契約の解除） 
第１４条 区は、受注者が次のいずれかに該当するときは、公契約の解除（協定にあっては、
指定管理者の指定の取消し又は期間を定めて行う管理業務の全部若しくは一部の停止の命
令）（以下「解除」という。）をすることができる。 
（１） 第１２条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告
若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した
とき。 
（２） 前条第１項に規定する措置を正当な理由なく講じないとき又は同条第２項の規定に
よる報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたとき。 
 
（公表） 
第１５条 区は、解除をしたときは、その旨を公表するものとする。 
 
（損害賠償） 
第１６条 区は、受注者に対し、解除により生じた損害の賠償を請求することができる。 
２ 区は、解除により受注者に生じた損害を賠償する責めを負わない。 
 
（審議会の設置） 
第１７条 労働報酬下限額その他区長が必要と認める事項について調査審議するため、区長
の附属機関として新宿区労働報酬等審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 
 
（審議会の組織） 
第１８条 審議会は、委員６人以内をもって組織する。 
２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合における後
任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 委員は、学識経験を有する者、事業者及び労働者のうちから、区長が委嘱する。 
４ 前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
 
（規則への委任） 
第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め
る。 
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○愛知県公契約条例 
平成二十八年三月二十九日条例第十号 
愛知県公契約条例をここに公布する。 
愛知県公契約条例 
（目的） 
第一条 この条例は、公契約に関し、基本方針を定め、並びに県及び公契約の相手方の責務
を明らかにするとともに、公契約に関する県の取組の基本となる事項を定めることにより、
公契約の適正化を図りつつ、県民に提供されるサービスの品質の確保、社会的な価値の実現
及び公契約の履行に係る作業に従事する労働者等の労働環境の整備を図り、もって県民生活
の向上及び地域社会の持続的な発展に寄与することを目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この条例において「公契約」とは、県が締結する売買、貸借、請負その他の契約で、
県がその目的たる給付に対して対価の支払をすべきものをいう。 
 
（基本方針） 
第三条 公契約は、公契約の過程において、透明性及び競争の公正性が確保されるとともに、
不正行為の排除が徹底されることにより、その適正化が図られなければならない。 
２ 公契約は、県民に提供されるサービスの品質の確保が図られるよう、予定価格の決定、
その相手方の決定等の事務が適切に行われなければならない。 
３ 公契約は、その締結に当たり、事業者の環境の保全その他の社会的な価値の実現に対す
る寄与の程度を勘案すること等により、社会的な価値の実現を図る上で、適切に活用されな
ければならない。 
４ 公契約は、その履行に係る作業に従事する労働者（労働基準法（昭和二十二年法律第四
十九号）第九条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される
者及び家事使用人を除く。）をいう。）及び自らが提供する労務の対償を得るために請負契約
により当該公契約の履行に係る作業に従事する者（以下「労働者等」という。）の労働環境
の整備が図られるよう、適切な措置が講じられなければならない。 
 
（県の責務） 
第四条 県は、前条に定める基本方針にのっとり、公契約に関する必要な取組を推進するも
のとする。 
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（公契約の相手方の責務） 
第五条 公契約の相手方は、公契約の当事者としての社会的な責任を自覚し、法令を遵守す
るとともに、それを適正に履行しなければならない。 
２ 公契約の相手方は、県が実施する公契約に関する取組に協力するよう努めなければなら
ない。 
 
（予定価格の適正な決定） 
第六条 知事その他の公契約を締結する権限を有する者（以下「知事等」という。）は、予
定価格を定めるときは、県民に提供されるサービスの品質の確保が図られるよう、取引の実
例価格等を考慮して適正に定めるものとする。 
 
（低入札価格調査制度等の活用） 
第七条 知事等は、県民に提供されるサービスの品質の確保が図られるよう、低入札価格調
査制度又は最低制限価格制度を適切に活用するものとする。 
 
（事業者の社会的な価値の実現に資する取組の勘案） 
第八条 知事等は、公契約の締結に当たっては、その目的及び内容に応じ、事業者に係る次
に掲げる事項を勘案するものとする。 
一 環境に配慮した事業活動を行っていること。 
二 障害者その他の就業を支援する必要がある者の雇用の促進に資する取組を行っている
こと。 
三 男女共同参画社会の形成に資する取組を行っていること。 
四 仕事と生活の調和を図るための取組を行っていること。 
五 その他社会的な価値の実現に資する取組を行っていること。 
 
（労働環境の整備が図られていることを確認するための措置） 
第九条 知事等は、規則又は企業管理規程で定める公契約の相手方に対し、当該公契約に係
る労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備が図られていることを確認す
るため必要な措置を講ずるものとする。 
 
（関係団体との協議の場の設置） 
第十条 県は、公契約に関する取組を効果的かつ円滑に行うため、必要に応じ、関係団体と
の協議の場を設けるものとする。 
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（指定管理者の指定に関する事務に係る取扱い） 
第十一条 知事及び教育委員会は、公の施設の管理を地方自治法（昭和二十二年法律第六十
七号）第二百四十四条の二第三項に規定する指定管理者に行わせようとするときは、第三条
に定める基本方針の趣旨を踏まえ、この条例に定める公契約に係る取扱いに準じて、その指
定に関する事務を行うものとする。 
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事業者等を守り育てる静岡県公契約条例 
令和３年３月２６日条例第２５号 
事業者等を守り育てる静岡県公契約条例をここに公布する。 
事業者等を守り育てる静岡県公契約条例 
 
静岡県は、県民への公共サービス提供のための契約の締結に当たり、事業者とその手続の透
明性及び公正性の確保に取り組んでおり、事業者間の過度な価格競争等が問題となる中、最
低制限価格制度、低入札価格調査制度、総合評価落札方式等の対策も講じてきたところであ
る。 
しかしながら、今後も入札の不調不落やダンピングが発生するおそれがあるため、公共サー
ビスの円滑な提供や質の向上、公契約に係る業務に従事する者の適正な労働条件の確保等に
万全を期す必要がある。 
また、人口減少や少子高齢化の進行に伴い、多くの産業分野で人手不足が深刻化しており、
本県経済が健全かつ持続的に発展していくためには、本県産業を支える人材の確保が急務で
ある。 
加えて、世界情勢や社会経済環境が大きく変化する中、我が国では産業構造の変化だけでな
く、人々の働き方や生活様式の多様化が進んでおり、子育て、介護等と仕事を両立できる柔
軟な働き方や、在宅勤務、テレワーク等の新たな働き方への対応、性別、年齢、国籍、障が
いの有無等にかかわらず、誰もが働きやすい環境の整備が求められている。 
よってここに、県の契約制度の適正な運用を通じて、良質な市場を形成することにより、県
民に提供されるサービスの質を向上させ、従事者の労働環境を整備し、社会情勢の変化に的
確に対応する優良な事業者等を応援し、活力ある地域の形成及び持続可能な社会の実現を図
るため、この条例を制定する。 
 
（目的） 
第１条 この条例は、公契約に関し、基本理念を定め、県及び事業者等の責務を明らかにす
ることにより、契約制度の適正な運用を図り、県民に提供されるサービスの質を向上させ、
従事者の労働環境を整備し、社会情勢の変化に的確に対応する優良な事業者等を応援し、も
って活力ある地域の形成及び持続可能な社会の実現を図ることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。 
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（１） 公契約 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定により県
が締結する売買、貸借、請負その他の契約で、県がその目的たる事業者からの給付に対して
対価の支払をすべきものをいう。 
（２） 事業者 県と公契約を締結し、又は締結しようとする者をいう。 
（３） 下請負者等 次のいずれかに該当する者をいう。 
ア下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、県以外の者から公契約に係る業務の
一部を請け負い、又は受託する者 
イ労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法
律第８８号）第２条第２号に規定する派遣労働者を事業者又はアに掲げる者が行う公契約に
係る業務に従事させる者 
（４） 事業者等 事業者及び下請負者等をいう。 
（５） 従事者 公契約に係る業務に従事する者をいう。 
 
（基本理念） 
第３条 公契約は、その締結に至る過程における透明性及び競争の公正性が確保されるとと
もに、談合その他の不正行為が排除されたものでなければならない。 
２ 公契約は、経済性に配慮された上で、適正な履行が通常見込まれない金額による契約の
締結の防止が図られていること及び価格以外の多様な要素も考慮されていることにより、総
合的に優れた内容のものでなければならない。 
３ 公契約は、従事者の労働環境の整備が図られるよう、適切な措置が講じられたものでな
ければならない。 
４ 公契約は、その目的及び内容に応じて、事業者が行う次に掲げる事項が勘案されたもの
でなければならない。 
（１） 性別、年齢、国籍等にかかわらず、多様な人材が活躍する社会の実現に資すること。 
（２） 障がい者その他の就業を支援する必要がある者の雇用の促進に資すること。 
（３） 柔軟な働き方ができる職場環境づくり及び働く人の健康づくりに資すること。 
（４） 環境に配慮した事業活動に努めること。 
（５） 持続可能で活力ある地域社会の実現に資すること。 
（６） その他社会的な価値の創出に資すること。 
 
（県の責務） 
第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、この条例
の目的を達成するために必要な取組を推進するものとする。 
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２ 県は、予定価格を定めるに当たっては、社会経済情勢の変化等を勘案し、市場における
労務単価その他の取引価格等を考慮して積算するものとする。 
３ 県は、公契約に係る業務の発注に当たっては、その目的及び内容に応じて、特定の時期
に集中しないよう計画的な発注及び適切な契約期間の設定に努めるものとする。 
４ 県は、入札及び公契約の締結の方法の決定に当たっては、その目的及び内容に応じて、
多様な方法の中から適切な方法を選択するものとする。 
５ 県は、事業者等がその従事者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備を図るよ
う、入札及び公契約の締結からその終了に至るまでの過程において必要な措置を講ずるもの
とする。 
 
（事業者等の責務） 
第５条 事業者等は、基本理念にのっとり、公契約に基づく債務を履行する者として社会的
な責任を有することを認識し、法令を遵守するとともに、その債務を適正に履行しなければ
ならない。 
２ 事業者等は、公契約に基づく債務の履行に伴い、下請負者等と契約を締結するときは、
適正な見積りを基に、対等な立場における合意に基づいた公正な契約を締結するよう努める
ものとする。 
３ 事業者等は、その従事者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に努めるもの
とする。 
４ 事業者等は、県が実施する公契約に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
 
（県の取組方針） 
第６条 知事は、基本理念を踏まえた公契約の締結及びそれに基づく債務の履行を確保する
ため、県が取り組むべき方針（以下「取組方針」という。）を定めなければならない。 
２ 取組方針には、基本理念を踏まえた公契約の締結方法その他の公契約に関する施策を総
合的に推進するために必要な事項を定めるものとする。 
３ 知事は、取組方針を定めるに当たっては、あらかじめ、広く県民に意見を求めるものと
する。 
４ 知事は、取組方針を定めたときは、これを公表しなければならない。 
５ 前２項の規定は、取組方針の変更（知事が別に定めるものを除く。）について準用する。 
６ 知事は、毎年度、取組方針の実施状況について議会に報告しなければならない。 
 
（委任） 
第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 
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公契約大綱（京都府） 
はじめに 
京都府は、公契約の発注者としての立場から、「公正な競争」、「地域経済への配慮」、「安心・
安全の確保」のバランスがとれた入札契約制度を構築し、公共調達に求められる社会的要請
に応えていく必要があります。 
この公契約大綱は、そうした観点に立ち、公契約の基本理念とともに、発注者として主体的
に取り組む具体的な内容を、府民の皆さんに分かりやすく示すものです。 
これまでの京都府における入札制度改革の経緯を踏まえ、建設工事を中心として、具体的な
取組を取りまとめました。 
今後、社会経済情勢に即応して、柔軟に、かつ、迅速に見直していくこととしています。 
（注）この大綱において「公契約」とは、京都府の代金支払いの原因となる府が締結する契
約とします。 
 
Ⅰ 目 的 
この大綱に基づき、公契約の適正化を進めることにより、公契約に対する府民の信頼を確保
し、府民福祉の増進及び地域経済の健全な発展に寄与します。 
 
Ⅱ 基本方針 
公正な競争の下で公共調達を行い、地域経済の活性化や府民の安心・安全の確保を実現する
ため、次の事項を公契約の基本とします。 
◇公正な競争並びに品質及び価格の適正の確保 
◇入札及び契約の過程における透明性及びコンプライアンスの確保 
◇談合その他の不正行為の排除 
◇地域における雇用及び地域経済に与える効果への配慮 
◇災害発生時における初期対応など地域の安心・安全の確保 
◇技術と経営に優れ地域に貢献する優良な企業の評価 
◇公契約からの暴力団排除の徹底 
◇建設工事の技術力、施工能力を有しない不良不適格業者の排除 
◇事業活動における社会貢献の促進 
 
Ⅲ 府が取り組むべき内容 
上記Ⅱの基本方針に基づいて、公契約の適正化を図るため次の取組を進めます。 
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なお、具体的な取組は別紙のとおりです。 
１ 健全な競争環境の下での適正な契約の確保 
◆一般競争入札を基本に公正で透明な入札を実施します。 
◆工事に従事する者の休日や必要な準備期間等を考慮した適正な工期等を設定します。 
◆翌年度にわたる工期の設定など必要に応じた取組により施工時期を平準化します。 
◆情報の漏えい防止など万全のコンプライアンス対策を実施します。 
◆談合その他の不正行為を厳しく排除します。 
◆最低制限価格算定基準の適切な見直しなどにより、行き過ぎた低価格競争（ダンピング）
への対応を強化します。 
◆災害時等において緊急性に応じた適切な入札及び契約の方法を活用します。 
２ 地域経済の発展と優良な企業の育成の促進 
◆府内企業（府内に本店を置く企業）への発注を原則とします。例外的に府外企業に入札参
加を認める場合は、その理由について説明責任を果たします。 
◆技術と経営に優れ地域に貢献する優良な企業を評価し、育成します。 
◆情報通信技術の活用等により生産性を向上します。 
◆災害対応などで地域の安心・安全に貢献する企業を優先する入札方式を実施します。 
◆入札執行残分を地域の事業に還元します。 
◆京都府暴力団排除条例に基づき公契約から暴力団排除を徹底します。 
◆建設工事の入札参加資格審査から工事完成までのプロセスにおいて、不良不適格業者を排
除します。 
◆物品調達において、府内中小企業（府内に本店又は営業所等を置く中小企業）の振興に資
するため、受注機会の増大を図ります。 
３ 下請負人へのしわ寄せ防止と適切な労働環境の確保 
◆労働関係法令等の遵守を徹底します。 
◆元請下請関係の適正化を推進するとともに、実効性を確保するための措置を講じます。 
◆重層的な下請構造を改善します。 
４ 事業活動における社会貢献の確保 
◆障害者雇用など社会貢献に積極的な企業を評価します。 
◆環境負荷の低減に積極的な企業を評価します。 
Ⅳ 公契約の相手方に求める内容 
上記Ⅱの基本方針を踏まえ、関係法令の遵守の下で、公正な競争及び契約の誠実な履行を行
うとともに、次の事項について重点的に取り組むよう求めます。 
１ 下請負人へのしわ寄せ防止と適切な労働環境の確保 
◆労働関係法令等の遵守の徹底を求めます。 
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◆元請下請関係適正化指針の遵守を求めます。 
・施工体系図等の提出及び再下請負人等への指導の徹底 
・不適正事案における調査への協力 
・下請重層化の抑制 
２ 事業活動における社会貢献の実施 
◆障害者の雇用促進及び障害者等が働きやすい職場環境づくりを求めます。 
◆防災等の地域の安心・安全活動への参加と協働を求めます。 
◆事業活動に伴う環境負荷の低減を求めます。 
Ⅴ 評価・検証による改善 
本大綱の取組については、第三者委員会による評価・検証を行いながら、ＰＤＣＡサイクル
を実施し、社会経済情勢に応じ、柔軟に、かつ、迅速に見直しを行っていくこととします。 
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市川市公契約要綱 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、公契約の適正な履行及び品質の確保並びに業務に従事する労働者を取
り巻く環境の整備の推進を図ることを目的として、本市が行う労働条件の確認について、必
要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。 
⑴ 公契約 本市が発注する建設工事及び業務委託に係る契約並びに市川市公の施設の指定
管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年条例第２号）第６条の規定により締結する
協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 
⑵ 事業者 本市との間で第４条に規定する契約を締結する者をいう。 
⑶ 指定管理者 本市との間で指定管理協定を締結する者（本市が出資している団体又は本市
が継続的に人的若しくは財政的支援を行っている団体で市長が別に指定するものを除く。）
をいう。 
⑷ 下請業者 下請契約その他いかなる名称であるかを問わず、本市以外の者から第４条に規
定する契約に係る業務の一部について請け負う者をいう。 
⑸ 請負労働者 自らが提供する労務の対価を得るために事業者又は下請業者との請負契約
により第４条に規定する契約に従事する者のうち次のいずれにも該当するものであって、労
働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者と同視すべき者をいう。 
 ア 当該契約に係る業務に使用する資材の調達を自ら行わない者 
 イ 当該契約に係る業務に使用する建設機械その他の機械を持ち込まない者 
⑹ 労働者 事業者又は下請業者に雇用され当該契約に従事する者及び請負労働者として当
該契約に従事する者をいう。 
⑺ 賃金 労働基準法第１１条に規定する賃金及び請負労働者の収入をいう。 
 
（労働条件の確認） 
第３条 本市が行う労働条件の確認は、次のとおりとする。 
⑴ 労働環境の確認 
⑵ 労働者の適切な賃金水準による賃金の支払いの確認 
 
（労働条件の確認の対象となる公契約） 
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第４条 前条第１号の労働環境の確認を行う公契約は、設計金額が３,０００万円を超える契
約であって 次に掲げる契約に該当するもの及び指定管理協定とする。ただし、市長が契約
の内容、相手方等により労働環境の確認を行う必要がないと認めるときは、この限りでない。 
⑴ 建設工事及び工事に関連する業務委託においては、市川市低入札価格調査制度に関する
要綱（平成２２年５月１日施行。次項において「低入札価格調査制度要綱」という。）第９
条の規定により落札者を決定した契約 
⑵ 業務委託（工事に関連する業務委託を除く。）においては、地方自治法施行令（昭和２２
年政令第１６号）第１６７条の１０第２項（同令第１６７条の１３において準用する場合を
含む。）の規定により落札者を決定し、かつ、落札決定価格が当該契約に係る最低制限価格
に１００分の１０２を乗じて得た額に満たない額となる契約 
２ 前条第２号の賃金の支払いの確認（以下「賃金支払いの確認」という。）を行う公契約は、
設計金額が３,０００万円を超える建設工事において 低入札価格調査制度要綱第９条の規
定により落札者を決定した契約とする。ただし、市長が、契約の内容、相手方等により、賃
金支払いの確認を行う必要がないと認めるときは、この限りでない。 
３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、本市が締結する公契約について、当該公契約の内
容その他の事情を考慮して、労働条件の確認を行うことができる。 
 
（労働環境の確認） 
第５条 事業者は、当該契約を締結する日までに、市川市労働環境の確認に関する誓約書（様
式第１号第６項において「誓約書」という。）及び労働環境報告書（様式第２号）を市長に
提出するものとする。 
２ 事業者は、当該契約に係る契約期間内において市長が別に指定する日までに、別表第１
に定める市長が指定する社会保険労務士会から推薦された社会保険労務士による労働条件
審査（以下「労働条件審査」という。）を受審するものとする。この場合において、事業者
は、労働条件審査の受審に当たり、当該社会保険労務士との間で、当該労働条件審査の受審
に係る契約を締結するものとする。 
３ 労働条件審査に係る関係書類等は、別表第２に掲げるとおりとする。この場合において、
事業者は、当該労働条件審査を担当する社会保険労務士から同表に定めるもののほか当該労
働条件審査に関し必要な書類の提出を求められたときは、これに応ずるものとする。 
４ 事業者は、労働条件審査を終えた日の翌日から起算して３０日を経過する日（その日が
市川市の休日を定める条例（平成元年条例第１８号）第１条第１項に規定する市の休日であ
るときは、その日後においてその日に最も近い当該市の休日以外の日）又は当該契約期間の
末日のいずれか早い日までに、当該労働条件審査を実施した社会保険労務士が作成する当該
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労働条件審査に係る報告書の写し（以下「労働条件審査報告書」という。）を市長に提出す
るものとする。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、この限りでない。 
５ 労働条件審査の受審に要する費用は、別表第１に定めるとおりとし、事業者の負担とす
る。 
６ 市長は、第１項の規定により提出された誓約書及び労働環境報告書並びに第４項の規定
により提出された労働条件審査報告書に基づき、労働環境の確認を行うものとする。 
 
（労働者の賃金支払いの確認） 
第６条 事業者は、当該契約を締結する日までに市川市賃金支払いの確認に関する誓約書（様
式第３号）を、市長が別に指定する日までに労働者賃金支払報告書（様式第４号）を、市長
に提出するものとする。 
２ 市長は、前項の規定により提出された労働者賃金支払報告書に基づき労働者の賃金支払
いの確認を行うものとする。この場合において、市長は、当該確認に際し疑義が生じたとき
は、事業者に対し、確認を求めるものとする。 
３ 事業者は、前項の規定により確認を求められたときは、すみやかに確認を行い、市長に
報告するものとする。当該疑義の内容が下請業者に係るものであった場合も、同様とする。 
 
（入札参加者への周知） 
第７条 市長は、この要綱が適用される旨について、一般競争入札にあっては公告文により、
指名競争入札にあっては指名通知により、それぞれ周知するものとする。 
 
（調査、報告の聴取及び改善指導並びに競争参加資格停止の措置） 
第８条 市長は、労働条件審査報告書の内容に基づき必要があると認めるときは、事業者に
対して、労働環境の調査、報告の聴取等を行うことができる。 
この場合において、事業者は、市長が行う労働環境の調査、報告の聴取等に協力するものと
する。 
２ 市長は、前項の規定により実施した労働環境の調査、報告の聴取等の結果に基づき、必
要があると認めるときは、改善指導を行うことができる。 
３ 市長は、労働者の賃金支払いの確認の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、事業
者に対して改善指導を行うことができる。 
４ 前２項の場合において、市長は、事業者が改善指導に従わないときは、市川市建設工事
等請負業者等競争参加資格停止基準（昭和５０年１２月１３日 4 
施行）に基づく競争参加資格停止を行うことができる。 
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（労働条件の確認の基準） 
第９条 労働環境の確認は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和
４７年法律第５７号）、その他関係法令を基準とするものとし、このうち賃金に係る事項に
あっては建築保全業務労務単価、公共工事設計労務単価、設計業務委託等技術者単価及び千
葉県最低賃金を基準として判断するものとし、労務管理に係る事項にあっては社会保険の加
入状況の有無等により判断するものとする。 
２ 賃金支払いの確認は、別表第３に定める賃金水準額を基準として判断するものとする。 

別表第３（第９条関係） 市川市公契約要綱第９条第２項の規定に基づき定める賃金水準額は、次に掲
げる算定 式により算出した額を基準とする。 算定式：公共工事設計労務単価÷８（時間）×０.８５
（定率） ※ 小数点以下は、切り上げる 

 
（指定管理協定に係る労働環境の確認） 
第１０条 第５条、第７条、第８条第１項及び第２項並びに前条第１項の規定は、指定管理
協定に係る労働環境の確認について準用する。この場合において、第５条第１項中「事業者
は、当該契約を締結する日」とあるのは「指定管理者は、当該指定管理協定に係る指定の期
間を考慮して市長が別に指定する日」と、同条第２項中「事業者は」とあるのは「指定管理
者は」と、「契約に係る契約期間内」とあるのは「指定管理協定に係る指定の期間内」と、 
条第３項中「事業者」とあるのは「指定管理者」と、同条第４項中「事業者は、労働条件審
査を終えた日の翌日から起算して３０日を経過する日（その日が市川市の休日を定める条例
（平成元年条例第１８号）第１条第１項に規定する市の休日であるときは、その日後におい
てその日に最も近い当該市の休日以外の日）又は当該契約期間の末日のいずれか早い日」と
あるのは「指定管理者は、労働条件審査を終えた日の翌日から起算して３０日を経過する 
日（その日が市川市の休日を定める条例（平成元年条例第１８号）第１条第１項に規定する
市の休日であるときは、その日後においてその日に最も近い当該市の休日以外の日）」と、
同条第５項中「事業者」とあるのは「指定管理者」と、第７条中「一般競争入札にあっては
公告文により、指名競争入札にあっては指名通知により、それぞれ」とあるのは「指定管理
者の指定にあっては募集要項により、」と、第８条第１項中「事業者」とあるのは「指定管
理者」と読み替えるものとする。 
 
（補足） 
第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、 
市長が別に定める。 
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○ふじみ野市が発注する契約に係る労働環境の確認に
関する要綱 
平成２２年１２月２２日 
告示第２６８号 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、ふじみ野市（以下「市」という。）が発注する契約に係る適正な履行の
確保及び労働環境の整備に配慮した調達の推進を図るため、ふじみ野市契約規則（平成１７
年ふじみ野市規則第６０号。以下「規則」という。）第２０条の２に規定する労働環境の確
認について必要な事項を定めるものとする。 
 
（労働環境の確認を行う契約） 
第２条 規則第２０条の２に規定する市長が別に定める契約は、次に掲げるものとする。た
だし、市長が、契約の内容、相手方等により労働環境の確認を行う必要がないと認めるとき
は、この限りでない。 
(1) 予定価格が１，０００万円以上の工事請負契約及び修繕請負契約 
(2) 予定価格が１，０００万円以上の委託契約 
(3) 市の公の施設の指定管理について、市長と指定管理者との間で締結する協定 
 
（労働環境の確認のための書面） 
第３条 規則第２０条の２に規定する労働環境の確認のための書面は、労働環境チェックシ
ート（様式第１号）及び労働者の配置計画書（様式第２号）（以下この条において「チェッ
クシート等」という。）とする。 
２ チェックシート等の提出は、契約締結後速やかに行うものとする。ただし、市長が必要
と認めたときは、この限りでない。 
３ 市長は、チェックシート等の提出があったときは、その内容を確認し、契約書とともに
保存するものとする。 
 
（調査、改善の指示及び報告の聴取並びに入札参加停止等の措置） 
第４条 契約の相手方に対する労働環境の調査並びに改善の指示及び報告の聴取並びに入札
参加停止等の措置については、当該契約の条項による。 
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２ 前項の入札参加停止等の措置の適用については、ふじみ野市の契約に係る入札参加停止
等の措置要綱（平成２２年ふじみ野市告示第２５０号）に定めるところによる。 
 
（労働環境の基準） 
第５条 この要綱に基づき確認する労働環境は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労
働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、最低賃金法（相和３４年法律第１３７号）その
他関係法令を基準とする。 
 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、市が発注する契約に係る労働環境の確認に関し必要
な事項は、市長が別に定める 
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様式第１号（第３条関係） 

 

労働環境チェックシート 

 

   年  月  日 

 

 ふじみ野市長 宛て 

 

 

契約件名                  

受 注 者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名          ㊞ 

 

 

※回答欄のいずれかの□にレ点を付してください。（「いいえ」の場合は、早急に改善してく

ださい。） 

区 分 項         目 回   答 

１ 

労働条件等 

(1) 就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件につい

て、適正な内容となっていますか。 

□はい 

□いいえ 

(2) ３６協定が労働基準監督署に届出されていますか。

また、その運用を含め労使協定は適正ですか。 

□はい 

□いいえ 
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(3) 就業規則が労働基準監督署に届出されていますか。

また、労働者に周知されていますか。 

□はい 

□いいえ 

２ 

安全衛生関係 

(4) 毎年定期的に健康診断を実施していますか。 

 また、産業医・衛生管理者の選任は適正ですか。 

□はい 

□いいえ 

(5) 事故報告書等の記録など、業務災害への対策状況は

適正ですか。 

□はい 

□いいえ 

(6) 分煙化の推進など、受動喫煙対策を行っていますか。 □はい 

□いいえ 

３ 

労働時間の管

理 

(7) 労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録してい

ますか。 

□はい 

□いいえ 

(8) 休暇・休日の取得状況及び管理は適切ですか。 □はい 

□いいえ 

４ 

賃金 

(9) 賃金台帳等から適正な計算・支払が行われています

か。 

□はい 

□いいえ 

(10) 時間外、休日等の割増賃金について、適正に賃金を

支払っていますか。 

□はい 

□いいえ 

(11) 賃金は、通貨で全額を労働者に直接、毎月１回以上

及び一定期日を定めて支払っていますか。 

□はい 

□いいえ 
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(12) 当該契約に従事する労働者の最低労働賃金単価は

いくらですか。 

＊工事、修繕請負契約については「労働者の配置計画書」

（様式第２号）に記入 

時間単価 

    円 

職種 

      

５ 

各種保険加入

の手続 

(13) 社会保険・労働保険への加入状況、手続の時期等が

適切ですか。 

□はい 

□いいえ 

６ 

法定帳簿等の

整備状況 

(14) 法定三帳簿（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿）が整

備されていますか。 

□はい 

□いいえ 

(15) 労働条件通知書（雇用契約書）が整備されています

か。また、労働者に交付していますか。 

□はい 

□いいえ 

 

 

※「いいえ」の場合は、次の区分・項目設問番号と理由を記入してください。 

区 分 ・ 項 目 

設 問 番 号 

理  由 
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※このシートは、公契約で働く労働者の労働環境を確認するために作成していただくもので

す。 

 

※最低労働賃金単価の記入方法（区分４項目（12）） 

・本契約における業務に主として従事する従業員のみを対象とします。雇用形態は問わず

会社役員は含みません。 

・労働賃金単価を 1 時間当たりで計算し、その額と業務内容を記入してください。 

 （記入例）最も低い賃金単価  時間単価 1,000 円   職種 清掃  

・「工事、修繕請負契約」については「労働者の配置計画書」（様式第２号）に記入してく

ださい。 
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（表） 

様式第２号（第３条関係） 

 

労働者の配置計画書 

 

   年  月  日 

 

 

 ふじみ野市長 宛て 

 

 

契約件名                  

受 注 者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名          ㊞ 

 

工種 職種 員数 

最低労働賃金単価 

（１日あたり） 

施工業者名 

（元請・下請別） 

  人 

 

円 
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＊この計画書は、「労働環境チェックシート」（様式第１号）と合わせて契約締結後１か月以

内に工事監督員に提出してください。  
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（裏） 

＊記載に当たっての注意事項 

 

【対象とする労働者の範囲】 

本契約における工事に主として従事する労働者で、公共工事設計労務単価で区分される５

１職種に該当する労働者とします。 

※現場代理人、監理技術者、主任技術者、会社役員等は含みません。 

※雇用形態（日雇い、短期雇用等）に関係なく、専属的に当該工事に従事している者につい

て記入してください。 

【最低労働賃金単価について】 

 対応する職種ごとに最低賃金となる労働者の賃金単価を記入します。 

 以下の構成により算出した額を、会社所定の１か月の労働日数により日単位に換算します。 

基本給相当額、基準内手当、臨時の給与（賞与等）及び実物給与の合計 

※基準内手当とは、家族手当（扶養手当）、通勤手当、都市手当（地域手当）、住宅手当、現

場手当、技能手当、精勤手当等 

 

 

○対象となる５１職種 

職      種 

土木一般世話役 潜かん世話役 はつり工 タイル工 
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特殊作業員 

普通作業員 

軽作業員 

とび工 

石工 

ブロック工 

電工 

鉄筋工 

溶接工 

運転手（特殊） 

運転手（一般） 

型わく工 

潜かん工 

さく岩工 

トンネル世話役 

トンネル特殊工 

トンネル作業員 

橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

橋りょう塗装工 

山林砂防工 

大工 

左官 

配管工 

造園工 

塗装工 

鉄骨工 

防水工 

軌道工 

法面工 

高級船員 

普通船員 

潜水士 

潜水連絡員 

潜水送気員 

板金工 

設備機械工 

交通指導員 A 

交通指導員 B 

サッシ工 

屋根ふき工 

内装工 

ガラス工 

建具工 

ダクト工 

保温工 

建築ブロック工 

 

※各職種の定義については、国土交通省ホームページ等を参照してください。 

 



公契約条例制定県の条例概要                                                           （各県の条例等を基に神奈川県作成） 

 
 

１ 長野県 
(平成26年４月施行) 

２ 岐阜県 
(平成27年４月施行) 

３ 奈良県 
(平成27年４月施行) 

４ 岩手県 
(平成28年４月施行) 

５ 愛知県 
(平成28年4月施行) 

６ 沖縄県 
(平成30年４月施行) 

７ 静岡県 
(令和３年３月施行) 

８ 滋賀県 
(令和４年４月施行) 

９ 熊本県 
（令和５年４月施行） 

① 名称 長野県の契約に関

する条例 

岐阜県公契約条例 奈良県公契約条例 県が締結する契約に

関する条例 

愛知県公契約条例 沖縄県の契約に関

する条例 

事業者等を守り育て

る静岡県公契約条例 

滋賀県が締結する契

約に関する条例 

持続可能な社会の

実現に寄与する熊本

県公契約条例 

② 目的 契約制度の公正か

つ適切な運用を図り

つつ、県の一定の行

政目的を実現するた

めに契約の活用を図

り、もって県民の福

祉の増進を図ること

を目的とする。 

その制度の適切な運

用を図り、もって事業

者等の経営の安定

及び公契約に係る業

務に従事する者の適

正な労働条件の確

保等の労働環境の

整備、障がい者等の

就業機会の確保そ

の他の社会的責任

を果たすための取

組の促進に寄与する

ことを目的とする。 

適正な労働条件の

確保その他の社会

的な価値の実現及

び向上を図り、もって

地域経済の健全な

発展及び県民の福

祉の増進に寄与する

ことを目的とする 

県契約を通じた適正

な労働条件の確保

並びに事業者が行う

持続可能で活力あ

る地域経済の振興

及び社会的な価値

の向上に資する取組

の促進を図り、もって

県民福祉の増進に

資することを目的とす

る。 

公契約の適正化を

図りつつ、県民に提

供されるサービス

の品質の確保、社会

的な価値の実現及

び公契約の履行に

係る作業に従事する

労働者等の労働環

境の整備を図り、もっ

て県民生活の向上

及び地域社会の持

続的な発展に寄与

することを目的とす

る。 

県契約に関する施

策を総合的に推進

し、もって公共サー

ビスの質の確保及

び向上並びに地域

経済の活性化及び

雇用の機会の創出

に寄与することを目

的とする。 

契約制度の適正な

運用を図り、県民に

提供されるサービ

スの質を向上させ、

従事者の労働環境

を整備し、社会情勢

の変化に的確に対

応する優良な事業

者等を応援し、もっ

て活力ある地域の

形成及び持続可能

な社会の実現を図る

ことを目的とする。 

県の契約に関する

制度の公正かつ適

正な運用および一定

の行政目的の実現

に向けた県の契約

の活用を図り、もって

本県の経済および

社会の持続的な発

展に寄与することを

目的とする。 

公契約制度の適正

な運用、質の高い公

共サービスの提供、

労働環境の整備及

び地域経済の振興

を図り、もって県及び

事業者等が相互に

協力し、持続可能な

社会の実現に寄与

することを目的とす

る。 

③ 賃金下限額 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

④ 

事
業
者
の
社
会
的
責
任
等 

環境保全 ○ ― ― ○ ○ ― ○ ○ ○ 

障害者雇用 ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ― 

男女共同参画 ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ― 

上記以外 ・その他社会貢献活

動 

・その他の社会的責

任を果たすための取

組 

・公契約の相手方の

選定において、社会

的な価値の実現及

び向上に対する寄与

の程度を勘案 

・その他の社会的な

価値の向上に資する

取組 

・仕事と生活の調和 

・その他社会的な価

値の実現に資する取

組 

・社会的な責任を有

していることを認識 

・持続可能で活力あ

る地域社会の実現に

資すること 

・その他の社会的価

値の創出に資するこ

と 

・多様な人材の活用

に関する取組 

 

・その他の持続可能

な社会の実現に資す

る取組 

⑤ 法
令
順
守
等 

最低賃金 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 

社会保険 ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― 

法令全般 ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ 

⑥ 賃
金
支
払
等
の
報
告 

制度の有無 ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― 

報告制度の

適用となる契

約 

― ― 工事：３億円以上 

委託：３千万円以上 

指定管理：３千万円

以上 

工事：５億円以上 

委託：３千万円以上 

指定管理：３千万円

以上 

工事：６億円以上 

委託：１千万円以上 

指定管理：適用外 

― ― ― ― 

立入調査 

罰則規定 

― ― ○ ― ― ― 

 

― ― ― 

⑦ 審議会設置 ○ ― 

（必要に応じ学識経験

者等から意見聴取） 

○ ○ 

令和２年 11 月 

検討結果報告あり 

― 

（公契約に関する協

議の場を設置） 

○ ― ○ ― 
（取組方針その他の
重要事項について学
識経験者及び関係団

体の意見を聴取） 

⑧ 条例及びその運

用 に 係 る 課 題

（第１回協議会資

料から再掲） 

 

効果検証の方法が

今後の課題 

入札契約制度の運

用面の改善 

現時点では特になし ・事業者への効果的

インセンティブの設

定 

・制定効果の測定 

・施行状況及び必要

な措置の検討 

労働関係法令に関

する権限のない中で

の事業者対応には

限界がある 

条例の実効性の確

保 

効果判定や、取組状

況の把握の方法 

事業者の取組状況

の調査、取組方針の

検証方法、新たな取

組の検討など 

現時点では特になし 

（注）「○」は規定あり、「―」は規定なし 

資料３ 



○公契約について、その基本理念、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、

県並びに受注者及び下請負者等の責務を明らかにすることにより、適正な労働条件

の確保その他の社会的な価値の実現及び向上を図り、もって地域経済の健全な発展

及び県民の福祉の増進に寄与することを目的とする。

(1) 社会的価値の評価

公契約の相手方の選定に当たっては、適正な労働条件の確保その他の社会的な

価値の実現及び向上に対する寄与の程度を勘案すること。

(2) 法令の遵守

公契約の履行に当たっては、受注者及び下請負者等に対し次に掲げる事項その他

の法令の遵守を求めること。

ア 最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと。

イ 健康保険・厚生年金保険・雇用保険に係る被保険者資格の取得に係る届出及び

労災保険に係る保険関係成立の届出を行うこと。

奈良県公契約条例の概要

基本方針

目的

（県の責務）

県は、基本理念にのっとり、公契約を通じて適正な労働条件の確保その他の社会的な

価値の実現及び向上を図るため、公契約の相手方の適切な選定及び公契約の適正な

履行の確保のための必要な措置を講じなければならない。

（受注者等の責務）

受注者及び下請負者等は、基本理念にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任

を自覚し、公契約の適正な履行に努めなければならない。

責務

・各項目の該当状況により加点評価
・※ 奈良県で行っている働きやすい職場づくりを推進する県内に本店または事業所のある企業の

登録制度

①県が発注する建設工事の請負契約

②県が業務を委託する契約

③県と指定管理者との公の施設の管理に関する協定

公契約の定義

法定労働条件の遵守

評価項目の種類

①「奈良県社員・シャイン

職場づくり推進企業」※登録

②障害者雇用

③保護観察対象者等雇用

社会的価値の評価

評価方法

公契約のうち、下記の特定公契約の受注者は、当該業務に従事する労働者に
ついて、遵守状況に関する報告や下請負者等への指導等を行う義務を負う。

○公契約は、その履行により提供されるサービス等が県民の生活及び福祉を支える
とともに、その当事者には、地域社会に貢献する経済主体にふさわしい行動及び
役割が強く期待されていることに鑑み、その締結及び履行に当たっては、適切か
つ公正に行われなければならない。

基本理念

業務委託
特定公契約の

総合評価入札の評価時

指定管理
特定公契約の
公募に係る審査時

建設工事 業者格付け時

建設工事 予定価格３億円以上

特定公契約の範囲 遵守事項

●最低賃金、社会保険加入の遵守
●条例に基づく諸手続き
①履行責任者の選任・報告
②下請負者等への明示及び指導
③労働者への明示
④定期の支払賃金等の報告
⑤疑義がある場合の説明等
⑥立入調査への協力
⑦必要な措置の結果報告

指定管理
(下記業務)

委託料上限額３千万円以上

業務委託
(下記業務)

予定価格３千万円以上

【業務委託及び指定管理に係る特定公契約に該当する業務の範囲】

次の業務のいずれかを含む内容の公契約（契約期間が６ヶ月を超えるもの）

ア 県が管理する建物及び土地における清掃業務、警備業務(機械警備業務を除く。)、

駐車場管理業務、受付業務、案内業務、宿日直業務又は電話交換業務

イ 県が管理する建物において行う給食の調理等の業務又は洗濯業務
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　※　報告の対象となる範囲：経営者、管理者や直接業務に従事しない職員等を除く労働者
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契約締結 ～ 事業着手 事業着手 ～ 事業終了

６月毎

① ② ③ ④ ④

本社、支社又は現

場の管理責任者等

特
定
公
契
約
の
締
結

労働者への周知事項
(業務履行場所に掲示)

○特定公契約に係る

業務であること。

○雇用主は、最賃･

社保加入の遵守を

約していること。

○疑義の申出ができ

ること。

③

誓 約 書
(主な記載事項)

１ 特定公契約の業務で

あることの了知

２ 最低賃金、社会保険

加入の遵守と遵守状況

の定期報告

３ 労働者からの問合せ

への対応

４ 疑義がある場合の説

明等、県の立入調査へ

の協力

５ 下請業者等への特定

公契約の業務であるこ

との説明等と遵守指導

６ 下請業者等からの誓

約書徴取と写しの提出

②

②

②

特定公契約に係る契約関係図 【イメージ】

手続きフロー(契約締結～契約終了) 【イメージ】

違反措置等

対象行為 違反に対する措置等

（１）賃金支払・社会保険加入状

況等の報告義務違反

・報告しない

・虚偽の報告

（２）立入調査への協力義務違反

・拒否・妨害等

（３）必要な措置を講じた結果の

報告義務違反

・報告をしない

・虚偽の報告

・必要な措置を講じない

(評価への反映)

上記の入札参加停止措置を受けた事業者については、業者格付け(建設工事)、

総合評価(業務委託)又は公募に係る審査(指定管理)において、一定の減点を行う。

【受注者】
・過料 ５万円以下
・入札参加停止措置 １か月又は

３か月

※ ただし、下請負者等に係る内容につい
ては、指示や指導等の義務を適正に履行
している場合は、適用しない。
過料を科した場合は、情報提供として
の公表を行う。

【下請負者等】
・入札参加停止措置 １か月

※ ただし、下位の下請負者等に係る内容
については、指示や指導等の義務を適正
に履行している場合は、上位の下請負者
等には適用しない。

○平成２７年４月１日施行
※ 施行日以降に公告等のあった特定公契約に適用。

ただし、社会的価値の評価に係る業者格付けについては、28・29年度分から適用

施行時期

○知事の諮問に応じ、この条例の運用方針その他重要事項について調査審議する。

○過料の適否その他この条例に基づく公契約の適正な履行の確保(入札参加停止措置

を含む。)について調査審議する。

公契約執行適正化委員会

公契約審議会

奈良県公契約条例の概要

特定公契約
履行責任者

①

特約条項
付き
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持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例の概要

県の責務：基本理念にのっとり、必要な取組を推進（取組方針の策定）

責 務

事業者等の責務：法令遵守・適正履行・公契約に関する取組への協力

持続可能な社会の実現

事業者等との協力

推 進 体 制

公契約に関し、基本理念を定め、県及び事業者等の責務を明らかにするとともに、基本的な事項を定め、公契約制度の適正な運用、
質の高い公共サービスの提供、労働環境の整備及び地域経済の振興を図り、もって県及び事業者等が相互に協力し、持続可能な社会
の実現に寄与する。

目 的

①契約の透明性、競争の公正性の確保及び不正行為の
排除

②総合的に優れた内容の契約締結

・公契約の履行に係る業務従事者の労働環境の整備
・県内事業者の受注の機会の確保
・事業者による雇用環境の整備、多様な人材が活躍する取組を勘案
・県産品の利用の促進その他活力ある地域経済の振興に資する取組を勘案

③誰もが安心して働き続けられる労働環境の整備・活力ある
地域経済の振興

基 本 理 念

④事業者が行う環境に配慮した事業活動など、持続可能な
社会の実現に資する取組の勘案

指定管理者制度の取扱い

県及び事業者等は、相互に協力し、持続可能な社会の実現
を目指すための取組を推進

公の施設の管理を指定管理者に行わせる場合は、この条例の
趣旨を踏まえ公契約に準じた取扱いを行う。

県が定める取組方針その他の重要事項について、学識経験
者及び関係団体の意見聴取を実施

・経済性に配慮した上で、適正な履行が通常見込まれない金額による
契約締結を防止
・価格以外の多様な要素も考慮

※ 公契約････ 県が締結する売買、賃借、請負その他の契約で、県がその目的たる給付に対して、対価の支払いをすべきもの
事業者････ 県と公契約を締結し、又は締結しようとする者
事業者等･･･事業者及び下請、再委託、その他いかなる名義によるかを問わず、公契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者

（第１条）

（第３条）

（第４条・第５条）

（第７条・第８条）

（第６条）

（第９条）

定義
（第２条）

（熊本県作成）
付属資料３－２
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「県が締結する契約に関する条例」の検討結果について 

１ 検討の趣旨 

 「県が締結する契約に関する条例」（平成 27年岩手県条例第 35号。以下「県契約条例」という。）

は、県契約に関し、基本理念及びその実現を図るのに基本となる事項を定めることにより、県契約を

通じた適正な労働条件の確保並びに事業者が行う持続可能で活力ある地域経済の振興及び社会的な価

値の向上に資する取組の促進を図り、もって県民福祉の増進に資することを目的に制定したところで

ある。 

  県契約条例は平成 28年４月１日から施行されており、県契約条例附則第２項により、「知事は、こ

の条例の施行後３年を目途として、社会経済情勢の変化等を勘案しつつ、この条例の施行の状況につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの」とされている。そのため、岩手県契

約審議会（以下「審議会」という。）において、条例の施行状況について下記の４つの論点を整理し、検

討した。 

  審議会における検討結果が『県が締結する契約に関する条例の検討結果に係る報告書』（概要につ

いては別紙参照）として取りまとめられ、令和２年 11月 25日に審議会（熊谷隆司会長）から県（戸

舘商工労働観光部長に）提出されたことを受け、県としての対応方針を整理した。 

［県契約条例第９条］ 

 適切な県契約の締結及び履行の確保並びに県契約を通じた適正な労働条件の確保並びに事業者が行

う持続可能で活力ある地域経済の振興及び社会的な価値の向上に資する取組の促進を図るための施策

に関する重要事項を調査審議するため、知事の諮問機関として岩手県契約審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

［県契約条例附則第２項］ 

知事は、この条例の施行後３年を目途として、社会経済情勢の変化等を勘案しつつ、この条例の

施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 県契約条例で規定する特定県契約の範囲は適切か。

(2) 受注者等の責務として法令遵守を求める範囲は適切か。

(3) 特定受注者からの報告事項等は適切か。

(4) 受注者等の責務として報酬下限額を設けるか。

【概要】 

 「県が締結する契約に関する条例」の見直しについて、令和２年 11月 25日に岩手県契約審議会

から「当面、現状維持とすることが適当」との報告があり、これを踏まえ、県として、本条例につ

いては「当面、現状維持」とするとともに、今後も社会経済情勢の変化等を勘案しつつ、必要に応

じて条例の見直しについて検討していくこととしたもの。 

付属資料１－３ 

令和３年11月岩手県契約審議会資料

3



2 

２ 県契約条例の施行状況に係る県の検討結果 

  報告書を受けて、県として検討・整理した結果は以下のとおり。 

３ 今後の対応について 

  社会経済情勢の変化等を勘案しつつ、必要に応じて条例の見直しについて検討していく必要がある

ことから、令和３年度以降も継続的に審議会を開催し、特定受注者から報告される賃金の状況や他の自

治体における取組状況等について、審議会に定期的に報告し、必要な検討を行っていく。 

(1) 県契約条例で規定する特定県契約の範囲について

条例に基づく報告制度の対象となる特定県契約については、報告制度の履行の観点から一定

数の確保が必要である。 

  工事請負契約の今後の件数については、東日本大震災津波からの復旧・復興工事は今後減少 

が見込まれるが、自然災害の発生状況にも左右されることから件数を見込むことは現時点で難 

しい。また、業務委託契約及び指定管理協定については、今後も現状の件数と同水準で推移す 

ることが見込まれ、運用に支障が無いと想定される。 

このことから、特定県契約の範囲は当面、現状維持とする。なお、工事請負件数の推移を把

握しながら、必要な検討を行っていく。 

(2) 受注者等の責務として法令遵守を求める範囲について

最低賃金及び社会保険加入について、特定受注者から違反の報告はなく、関係法令遵守は確保

されているものと考えられることから、当面、現状維持とする。なお、働き方改革関連法の定着 

状況を確認しながら、必要な検討を行っていく。 

(3) 特定受注者からの報告事項等について

最低賃金及び社会保険加入に係る違反の報告はなく、現行の報告制度により実効性が担保さ

れていると考えられることから、当面、現状維持とする。なお、受注者等の責務として法令遵

守を求める範囲の検討と併せて、必要な検討を行っていく。 

(4) 受注者等の責務として報酬下限額を設けるかについて

現段階では具体的な基準を定めることが困難であることから、当面、現状維持とする。なお、

受注者等の賃金の支払状況や他の自治体における措置状況等を継続的に把握し、必要な検討を

行っていく。 
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『県が締結する契約に関する条例の検討結果に係る報告書』の概要 

１ 検討の概要 

岩手県契約審議会（以下「審議会」という。）では、平成 30年８月以降、令和２年５月まで４回にわ

たる協議・検討の中で、県契約条例の施行状況の検討に係る論点の設定と当該論点に係る検討を行っ

た。 

論点については、国の動向等の社会情勢、他県の状況、過去の審議会等での意見等を考慮し、下記

の４つを論点として整理のうえ、検討が行われた。 

２ 各論点に係る検討について 

  ４つの論点については、審議会において以下の検討が行われたところ。 

(1) 「条例で規定する特定県契約の範囲は適切か」（論点１）

特定県契約の対象となる工事請負契約、業務委託契約及び指定管理協定の規模については、

・ 対象となる契約件数の確保は必要

・ 復旧・復興工事の進展に伴い、大規模な工事請負契約の件数は減少していくことが見込まれる

が、自然災害の発生状況にも左右されるため、中期的に件数を見込むことは困難 

・ 対象となる工事請負契約件数の推移等を把握しながら、一定期間後に再度検討してはどうか。 

・ 業務委託契約及び指定管理協定については、今後も同水準で推移することが見込まれ、制度運

用上支障はない。 

   等の意見があり、「当面、現状を維持することが適当」とされた。 

(2) 「受注者等の責務として法令遵守を求める範囲は適切か」（論点２）

県契約の履行に当たって受注者等に法令遵守を求める法令の範囲については、

・ 働き方改革関連法による労働時間に関する法制の見直しについて重要視すべき。

・ 産業医の機能強化等の改正が行われた労働安全衛生法について、遵守すべき法律に加えても良

いのではないか。 

・ 最低賃金及び社会保険加入について違反の報告はないため、現状維持とすべき。

・ 働き方改革関連法の定着の動向を見ながら、今後措置等を検討していくべき。

 等の意見があり、「当面、現状を維持することが適当」とされた。 

（参考）特定県契約の範囲 

工事請負契約 予定価格５億円以上 

業務委託契約 予定価格３千万円以上 

指定管理協定 委託料上限額又は委託料の額３千万円以上 

別紙 

(1) 県契約条例で規定する特定県契約の範囲は適切か。

(2) 受注者等の責務として法令遵守を求める範囲は適切か。

(3) 特定受注者からの報告事項等は適切か。

(4) 受注者等の責務として報酬下限額を設けるか。
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（参考）受注者等の責務として法令遵守を求める範囲 

 最低賃金法（最低賃金以上の賃金支払） 

 健康保険法（資格取得に係る届出） 

 厚生年金保険法（資格取得に係る届出） 

 国民健康保険法（資格取得に係る届出） 

 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（保険関係成立の届出） 

 雇用保険法（被保険者の届出） 

  

 (3) 「特定受注者からの報告事項等は適切か」（論点３） 

    県契約の受注者等に求めている法令遵守事項に係る特定県契約の受注者からの報告の範囲につ 

いては、 

   ・ 報告項目を増やすより、対象件数を確保することが重要 

   ・ 最低賃金の支払や社会保険等の加入に係る違反の報告はなく、現行の報告制度により実効性が 

担保されているのではないか。 

   ・ 特定県契約の受注者から負担軽減を求める申入れ等はなく、負担は許容範囲内と判断できる。 

   ・ 報告事項を増やすと特定受注者の負担が大きくなる。 

   等の意見があり、「当面、現状を維持することが適当」とされた。 

（参考）特定県契約の受注者からの報告について 

・ 報告対象とする特定受注者の選定に当たって、恣意的にならないよう、ガイドライン等で

具体的な手順を定めている。 

・ 各契約について契約時期から一定の期間（工事請負契約については３か月程度、業務委託

契約・指定管理協定については６か月程度を目安）を置き、下請負者や再委託先も含めた労

働者の社会保険加入状況、賃金の額について報告を求めている。 

 

 (4) 「受注者等の責務として報酬下限額を設けるか」（論点４） 

    受注者の責務としての報酬下限額について、条例に規定するかどうかについては、 

   ・ 賃金は、労使双方の交渉によって決めるのが原則 

   ・ 労働組合の立場としては、規定を設けることについて前向きに検討して欲しい。 

   ・ 企業によって労働条件が異なるなかで、報酬下限の設定は技術的に難しい。 

   ・ 報酬下限額を設定するのであれば、説得力のある金額である必要がある。 

   ・ 現段階で条例に盛り込むことが難しいことは理解するが、引き続き検討を続けてほしい。 

   等の意見があり、「現段階では具体的な基準を定めることは困難であることから、当面、現状維持と 

し、受注者等の賃金の支払状況や他の自治体の状況等を把握しながら、必要に応じ検討することが 

適当」とされた。 

 

３ 今後の検討について 

県契約条例の施行状況の検討項目（論点）については、上記検討のとおり、いずれも「当面、現状を

維持することが適当である」との結論がまとめられたほか、「今後も社会経済状況の変化や条例の運用

状況等を踏まえて、必要があれば見直し等の対応を検討していく必要がある」との認識が示された。 

 




